
 
 

令和２年第２回三豊市議会定例会 提出議案一覧 

議案番号 件 名 
ページ 
番 号 

議案第５４号 令和２年度三豊市一般会計補正予算（第３号） １ 

議案第５５号 令和２年度三豊市一般会計補正予算（第４号） ２ 

議案第５６号 令和２年度三豊市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） ３ 

議案第５７号 三豊市人権尊重のまちづくり条例の制定について ４ 

議案第５８号 三豊市手数料条例の一部改正について ８ 

議案第５９号 三豊市税条例の一部改正について １０ 

議案第６０号 三豊市国民健康保険税条例の一部改正について １８ 

議案第６１号 三豊市国民健康保険条例の一部改正について ２０ 

議案第６２号 三豊市後期高齢者医療に関する条例の一部改正について ２３ 

議案第６３号 財産の取得について（三豊市情報システム機器） ２５ 

議案第６４号 財産の取得について（三豊市本庁舎２階備品） ２６ 

議案第６５号 財産の取得について（コミュニティバス） ２７ 

議案第６６号 財産の取得について（三豊市学校ＩＣＴ機器電子黒板・プリンター等） ２８ 

議案第６７号 市道の路線廃止について ２９ 

議案第６８号 市道の路線認定について（比地大連絡道線） ３２ 

議案第６９号 市道の路線認定について（加茂北３号線） ３５ 

 



 
 

議案第５４号  

  

   令和２年度三豊市一般会計補正予算（第３号）  

  

 地方自治法第２１８条第１項の規定により、令和２年度三豊市一般会計補正予算

（第３号）を別冊のとおり提出する。  

  

  

  令和２年６月８日提出  

  

                         三豊市長 山下 昭史   

  

  

1



 
 

議案第５５号  

  

   令和２年度三豊市一般会計補正予算（第４号）  

  

 地方自治法第２１８条第１項の規定により、令和２年度三豊市一般会計補正予算

（第４号）を別冊のとおり提出する。  

  

  

  令和２年６月８日提出  

  

                         三豊市長 山下 昭史   
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議案第５６号  

  

   令和２年度三豊市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）  

  

 地方自治法第２１８条第１項の規定により、令和２年度三豊市国民健康保険事業

特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。  

  

  

  令和２年６月８日提出  

  

                         三豊市長 山下 昭史   
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議案第５７号  

  

   三豊市人権尊重のまちづくり条例の制定について 

  

 三豊市人権尊重のまちづくり条例を次のように定める。  

  

  

  令和２年６月８日提出  

  

                         三豊市長 山下 昭史   
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三豊市条例第 号  

 

   三豊市人権尊重のまちづくり条例  

  

 三豊市人権擁護条例（平成18年三豊市条例第131号）の全部を改正する。  

 私たちの住む三豊市は、備讃瀬戸と燧灘をのぞむ優美な海岸線、三豊平野、讃岐

山脈などの多彩な自然環境に恵まれ、市民は、豊かな歴史と文化を育んできた。こ

のまちで、誰もがお互いを大切にし、自分らしく安心して生きていくことが、私た

ち市民の願いである。この願いを実現するために、三豊市は、平成１８年９月２７

日、人権尊重都市宣言を行い、人権尊重のまちづくりを推進してきた。  

 しかしながら、私たちの身の周りを見てみると、日本国憲法で記されている、す

べて国民は、法の下に平等であると言うには十分ではなく、予断や偏見に基づく不

当な差別（以下「あらゆる差別」という。）が、今なお存在している。こうした状

況の下、国は、平成２８年に障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平

成25年法律第65号）、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組

の推進に関する法律（平成28年法律第68号）及び部落差別の解消の推進に関する

法律（平成28年法律第109号）を施行した。  

 人権は、全ての人が生まれながらにして持つ固有の権利であり、誰もが幸福を追

求する権利を保障されている。人は、誰もが一人ひとり異なる存在であることから、

互いの個性を認め合うことにより、人権を尊重していかなければならない。  

 日本国憲法、世界人権宣言、人権尊重の社会づくりを目的とする法令の理念の下、

三豊市に住む私たちは、誰もが自由で幸せに生きることができる地域社会をつくっ

ていくために、人権について正しく理解し、力を合わせていくことが必要である。 

 ここに、私たちは、市、市民及び事業者がともに力を合わせて、あらゆる差別を

なくすことを誓い、市民一人ひとりの人権が尊重され、個性を生かし多様性を認め

合い、誰もが住みよい平和な明るいまちづくり（以下「人権尊重のまちづくり」と

いう。）の実現を目指して、この条例を制定する。 

 （目的）  

第１条 この条例は、あらゆる差別の解消を推進するとともに、人権を擁護するた

めに必要な事項を定めることにより、人権尊重のまちづくりを実現することを

目的とする。  
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 （定義）  

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。  

 (1) 市民 市の区域内に在住、在勤又は在学をする個人をいう。 

 (2) 事業者 市の区域内において、営利又は非営利を問わず、事業その他の活

動を行う法人その他の団体及び個人をいう。  

 （市の責務）  

第３条 市は第１条の目的を達成するため、国、県その他の関係機関及び関係団体

と連携を深め、必要な施策を積極的に推進するとともに、市民の人権意識の高

揚に努める責務を有する。  

 （市民の責務）  

第４条 市民は、相互に基本的人権を尊重するとともに、人権尊重のまちづくりの

ため人権意識の向上に心がけるとともに、市が実施する施策に協力するよう努

めるものとする。  

 （事業者の責務）  

第５条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、人権尊重のまちづくりのた

めの体制の整備を図るとともに、市が実施する施策に協力するよう努めるもの

とする。  

 （相談体制の充実）  

第６条 市は、国及び県との適切な役割分担を踏まえ、あらゆる差別に関する相談

に的確に応じるための体制の充実に努めるものとする。  

 （教育及び啓発）  

第７条 市は、国及び県との適切な役割分担を踏まえ、人権尊重のまちづくりのた

めに必要な教育及び啓発を行うものとする。  

 （調査）  

第８条 市は、人権尊重のまちづくりのための施策の実施に資するため、必要に応

じ調査を行い、その結果を市の施策に反映させるものとする。  

 （審議会）  

第９条 市は、人権施策の推進に関する事項その他この条例の目的を達成するため

の重要事項を審議するため、三豊市人権擁護審議会（以下「審議会」という。）

を置く。  
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２ 審議会の組織及び運営については、規則で定める。  

   附 則  

 この条例は、令和２年７月１日から施行する。  
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議案第５８号  

  

   三豊市手数料条例の一部改正について 

  

 三豊市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

  

  

  令和２年６月８日提出  

  

                         三豊市長 山下 昭史   
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三豊市条例第 号  

 

   三豊市手数料条例の一部を改正する条例  

  

 三豊市手数料条例（平成18年三豊市条例第71号）の一部を次のように改正する。 

 別表中  
「  

個人番号  
 

通知カードの再交付手数料（通知カ

ードの追記欄の余白がなくなったと

きその他の再交付がやむを得ないも

の と し て 市 長 が 認 め る 場 合 を 除

く。）  

１件につき  ５００  

 を  
個人番号カードの再交付手数料（個

人番号カードの追記欄の余白がなく

なったときその他の再交付がやむを

得ないものとして市長が認める場合

を除く。）  

１件につき  ８００  

                                   」  
「  

個人番号  
 

個人番号カードの再交付手数料（個

人番号カードの追記欄の余白がなく

なったときその他の再交付がやむを

得ないものとして市長が認める場合

を除く。）  

１件につき  ８００  

 に  

                                   」  

改める。  

   附 則  

 この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第５９号  

  

   三豊市税条例の一部改正について  

  

 三豊市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

  

  

  令和２年６月８日提出  

  

                         三豊市長 山下 昭史   

  

  

10



三豊市条例第 号  

 

   三豊市税条例の一部を改正する条例 

 

第１条 三豊市税条例（平成18年三豊市条例第68号）の一部を次のように改正す

る。 

  第２４条第１項第２号中「寡夫」を「ひとり親」に改める。 

  第３４条の２中「第１２項」を「第１１項」に、「寡婦（寡夫）控除額」を

「寡婦控除額、ひとり親控除額」に、「第７項」を「第６項」に改める。 

  第３６条の２第１項ただし書中「第３１４条の２第５項」を「第３１４条の２

第４項」に改める。 

  第７４条の２の次に次の１条を加える。 

  （現所有者の申告） 

 第７４条の３ 現所有者（法第３８４条の３に規定する現所有者をいう。以下こ

の条及び次条において同じ。）は、現所有者であることを知った日の翌日か

ら３月を経過した日までに次に掲げる事項を記載した申告書を市長に提出し

なければならない。 

  (1) 土地又は家屋の現所有者の住所、氏名又は名称、次号に規定する個人と

の関係及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者に

あっては、住所、氏名又は名称及び同号に規定する個人との関係） 

  (2) 土地又は家屋の所有者として登記簿又は土地補充課税台帳若しくは家屋

補充課税台帳に登記又は登録がされている個人が死亡している場合におけ

る当該個人の住所及び氏名 

  (3) その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項 

  第７５条第１項中「又は」を「若しくは」に、「によって」を「により、又は

現所有者が前条の規定により」に、「においては」を「には」に改める。 

  第９４条第２項に次のただし書を加える。 

   ただし、１本当たりの重量が０．７グラム未満の葉巻たばこの本数の算定に

ついては、当該葉巻たばこの１本をもって紙巻たばこの０．７本に換算する

ものとする。 

  第９４条第４項中「左欄に掲げる製造たばこ」の次に「（同項ただし書に規定
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する葉巻たばこを除く。）」を加える。  

  附則第３条の２第１項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基

準割合（平均貸付割合（」に、「の規定により告示された割合」を「に規定す

る平均貸付割合をいう。次項において同じ。）」に、「この条において同じ」

を「この項において同じ」に改め、「（以下この条において「特例基準割合適

用年」という。）」を削り、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、

「特例基準割合に」を「延滞金特例基準割合に」に改め、同条第２項中「特例

基準割合適用年中」を「各年の平均貸付割合に年０．５パーセントの割合を加

算した割合が年７．３パーセントの割合に満たない場合には、その年中」に、

「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割合と」を「当該加

算した割合と」に改める。 

  附則第４条第１項中「特例基準割合」を「加算した割合」に改める。 

  附則第１０条中「法附則第１５条から第１５条の３の２まで」の次に「、第６

１条又は第６２条」を、「又は法附則第１５条から第１５条の３の２まで」の

次に「、第６１条若しくは第６２条」を加える。 

  附則第１０条の２第２２項中「（生産性の向上に重点的に取り組むべき業種と

して同意導入促進基本計画（生産性向上特別措置法（平成30年法律第25号）第

３８条第２項に規定する同意導入促進基本計画をいう。）に定める業種に属す

る事業の用に供する法附則第１５条第４１項に規定する機械装置等にあっては、

０）」を削り、同条に次の１項を加える。 

 ２５ 法附則第６２条に規定する条例で定める割合は、０とする。 

  附則第１５条の２中「令和２年９月３０日」を「令和３年３月３１日」に改め

る。 

  附則第１７条第１項中「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３第１

項」を加える。 

  附則第１７条の２第３項中「第３５条の２」を「第３５条の３」に改める。 

附則に次の１条を加える。 

  （新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る手続等） 

 第２３条 第９条第７項の規定は、法附則第５９条第３項において準用する法第

１５条の２第８項に規定する条例で定める期間について準用する。  

第２条 三豊市税条例の一部を次のように改正する。 
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  第１９条中「第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書に」を「第３２１

条の８第３４項及び第３５項の申告書に」に、「においては」を「には」に改

め、同条第４号中「によって」を「により」に改め、同条第５号中「、第４項

又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、同条第６号中「第３２１条の８第

２２項及び第２３項」を「第３２１条の８第３４項及び第３５項」に改める。 

  第２０条中「及び第４項」を削る。 

  第２３条第３項中「規定する収益事業」の次に「（以下この項及び第３１条第

２項の表第１号において「収益事業」という。）」を加え、「第３１条第２項

の表の第１号」を「同号」に、「第４８条第１０項から第１２項まで」を「第

４８条第９項から第１６項まで」に改める。 

  第３１条第２項の表第１号オ中「第２９２条第１項第４号の５」を「第２９２

条第１項第４号の２」に改め、同条第３項中「、同項第２号の連結事業年度開

始の日から６月の期間若しくは同項第３号の連結法人税額の課税標準の算定期

間、又は同項第４号」を「若しくは同項第２号の期間又は同項第３号」に改め

る。 

  第４８条第１項中「第４項、第１９項、第２２項及び第２３項」を「第３１項、

第３４項及び第３５項」に、「第１０項、第１１項及び第１３項」を「第９項、

第１０項及び第１２項」に、「第４項、第１９項及び第２３項」を「第３１項

及び第３５項」に、「同条第２２項」を「同条第３４項」に、「第３項」を

「第２項後段」に改め、同条第２項中「又は第６８条の９１第４項及び第１０

項」を削り、「第３２１条の８第２４項」を「第３２１条の８第３６項」に改

め、同条第３項中「第６６条の９の３第４項及び第１０項又は第６８条の９３

の３第４項及び第１０項」を「第６６条の９の３第３項及び第９項」に、「第

３２１条の８第２５項」を「第３２１条の８第３７項」に改め、同条第４項中

「第３２１条の８第２６項」を「第３２１条の８第３８項」に改め、同条第５

項中「第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の８第３４項」に、「同条第

２１項」を「同条第３３項」に、「、第４項又は第１９項」を「又は第３１

項」に、「同条第２３項」を「同条第３５項」に改め、同条第６項中「、第４

項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２２項」を「同条第３４

項」に、「第３２１条の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、

同条第７項中「第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の８第３４項」に、
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「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、同項第２号中「第３２

１条の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、同条第９項を削り、

同条第１０項中「第３２１条の８第４２項」を「第３２１条の８第５２項」に、

「同条第４２項」を「同条第５２項」に、「第１２項」を「第１１項」に改め、

同項を同条第９項とし、同条第１１項を同条第１０項とし、同条第１２項中

「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第１３項中

「第１０項」を「第９項」に、「第７５条の４第２項」を「第７５条の５第２

項」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１４項を同条第１３項とし、同

条第１５項中「第１３項」を「第１２項」に、「第１０項」を「第９項」に改

め、同項を同条第１４項とし、同条第１６項中「第１３項前段」を「第１２項

前段」に、「第３２１条の８第５１項」を「第３２１条の８第６１項」に、

「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１５項とし、同条第１７項中

「第１３項後段」を「第１２項後段」に、「第１５項」を「第１４項」に、

「第７５条の４第３項若しくは第６項（同法第８１条の２４の３第２項におい

て準用する場合を含む。）」を「第７５条の５第３項若しくは第６項」に、

「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１６項とする。 

  第５０条第２項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第

２３項」を「同条第３５項」に、「、第２項又は第４項」を「又は第２項」に

改め、同条第３項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、

「（同条第２項又は第４項に規定する申告書を提出すべき法人が連結子法人の

場合には、当該連結子法人との間に連結完全支配関係がある連結親法人（法人

税法第２条第１２号の６の７に規定する連結親法人をいう。以下この項におい

て同じ。）若しくは連結完全支配関係があった連結親法人が法人税に係る修正

申告書を提出し、又は法人税に係る更正若しくは決定を受けたこと。次項第２

号において同じ。）」を削り、同条第４項中「、第４項又は第１９項」を「又

は第３１項」に改める。 

  第５２条第４項から第６項までを削る。 

  第９４条第２項ただし書中「０．７グラム」を「１グラム」に、「０．７本」

を「１本」に改める。 

  附則第３条の２第２項中「及び第４項」を削る。 

  附則第１０条中「第６１条又は第６２条」を「第６３条又は第６４条」に、
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「第６１条若しくは第６２条」を「第６３条若しくは第６４条」に改める。 

  附則第１０条の２第２５項中「附則第６２条」を「附則第６４条」に改める。 

  附則に次の２条を加える。 

  （新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例） 

 第２４条 所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症等の影響に対応す

るための国税関係法律の臨時特例に関する法律（令和2年法律第25号。次条に

おいて「新型コロナウイルス感染症特例法」という。）第５条第４項に規定

する指定行事のうち、市長が指定するものの中止若しくは延期又はその規模

の縮小により生じた当該指定行事の入場料金、参加料金その他の対価の払戻

しを請求する権利の全部又は一部の放棄を同条第１項に規定する指定期間内

にした場合には、当該納税義務者がその放棄をした日の属する年中に法附則

第６０条第４項に規定する市町村放棄払戻請求権相当額の法第３１４条の７

第１項第３号に掲げる寄附金を支出したものとみなして、第３４条の７の規

定を適用する。 

  （新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例） 

 第２５条 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感 

染症特例法第６条第４項の規定の適用を受けた場合における附則第７条の３ 

の２第１項の規定の適用については、同項中「令和１５年度」とあるのは、 

「令和１６年度」とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第１条中三豊市税条例第９４条第２項にただし書を加える改正規定及び同

条第４項の改正規定並びに附則第６条の規定 令和２年１０月１日 

 (2) 第１条中三豊市税条例第２４条第１項第２号、第３４条の２及び第３６条

の２第１項ただし書の改正規定並びに同条例附則第３条の２及び第４条第１

項の改正規定並びに第２条中三豊市税条例附則第１０条及び第１０条の２第

２５項の改正規定並びに附則に２条を加える改正規定並びに次条並びに附則

第３条の規定 令和３年１月１日 

 (3) 第２条中三豊市税条例第９４条第２項ただし書の改正規定及び附則第７条
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の規定 令和３年１０月１日 

 (4) 第２条（前２号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第４条の規定 令和

４年４月１日 

 (5) 第１条中三豊市税条例附則第１７条第１項及び第１７条の２第３項の改正

規定 土地基本法等の一部を改正する法律（令和2年法律第12号）附則第１

項第１号に掲げる規定の施行の日の属する年の翌年の１月１日 

 （延滞金に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の三豊市税条例（以下「新条例」という。）附

則第３条の２の規定は、前条第２号に掲げる規定の施行の日以後の期間に対応

する延滞金について適用し、同日前の期間に対応する延滞金については、なお

従前の例による。 

（市民税に関する経過措置） 

第３条 新条例第２４条第１項（第２号に係る部分に限る。）、第３４条の２及び

第３６条の２第１項の規定は、令和３年度以後の年度分の個人の市民税につい

て適用し、令和２年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 令和３年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第３６条の２第

１項の規定の適用については、同項ただし書中「地震保険料控除額」とあるの

は、「地震保険料控除額、ひとり親控除額（地方税法等の一部を改正する法律

（令和 2年法律第 5号）第１条の規定による改正前の法（以下「旧法」とい

う。）第２９２条第１項第１１号に規定する寡婦（旧法第３１４条の２第３項

の規定に該当するものに限る。）又は旧法第２９２条第１項第１２号に規定す

る寡夫である第２３条第１項第１号に掲げる者に係るものを除く。）」とする。 

第４条 附則第１条第４号に掲げる規定による改正後の三豊市税条例の規定中法人

の市民税に関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日（以下この条において

「４号施行日」という。）以後に開始する事業年度（所得税法等の一部を改正

する法律（令和2年法律第8号）第３条の規定（同法附則第１条第５号ロに掲げ

る改正規定に限る。）による改正前の法人税法（昭和40年法律第34号。以下こ

の条において「４年旧法人税法」という。）第２条第１２号の７に規定する連

結子法人（次項において「連結子法人」という。）の連結親法人事業年度（４

年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結親法人事業年度をいう。次項

において同じ。）が４号施行日前に開始した事業年度を除く。）分の法人の市
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民税について適用する。 

２ ４号施行日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年度が５号施

行日前に開始した事業年度を含む。）分の法人の市民税及び４号施行日前に開

始した連結事業年度（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結事業

年度をいう。以下この項において同じ。）（連結子法人の連結親法人事業年度

が４号施行日前に開始した連結事業年度を含む。）分の法人の市民税について

は、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第５条 新条例第７４条の３の規定は、施行日以後に、同条に規定する現所有者で

あることを知った者について適用する。 

 （市たばこ税に関する経過措置） 

第６条 附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきであ

った葉巻たばこに係る市たばこ税については、なお従前の例による。 

第７条 附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきであ

った葉巻たばこに係る市たばこ税については、なお従前の例による。 

 

17



 
 

議案第６０号  

  

   三豊市国民健康保険税条例の一部改正について 

  

 三豊市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

  

  

  令和２年６月８日提出  

  

                         三豊市長 山下 昭史   
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三豊市条例第 号 

 

   三豊市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

  

 三豊市国民健康保険税条例（平成18年三豊市条例第69号）の一部を次のように

改正する。 

 附則第１１項及び第１２項中「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３第

１項」を加える。 

   附 則 

 この条例は、土地基本法等の一部を改正する法律（令和2年法律第12号）附則第

１項第１号に掲げる規定の施行の日の属する年の翌年の１月１日から施行する。 

19



 
 

議案第６１号  

  

   三豊市国民健康保険条例の一部改正について 

  

 三豊市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

  

  

  令和２年６月８日提出  

  

                         三豊市長 山下 昭史   
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三豊市条例第 号  

 

   三豊市国民健康保険条例の一部を改正する条例  

  

 三豊市国民健康保険条例（平成18年三豊市条例第133号）の一部を次のように改

正する。  

 附則第４項の次に次の６項を加える。  

 （新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金） 

５ 給与等（所得税法（昭和40年法律第33号）第２８条第１項に規定する給与等

をいい、賞与（健康保険法第３条第６項に規定する賞与をいう。）を除く。以

下同じ。）の支払を受けている被保険者が療養のため労務に服することができ

ないとき（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）附則

第１条の２に規定する新型コロナウイルス感染症に感染したとき又は発熱等の

症状があり当該感染症の感染が疑われるときに限る。）は、その労務に服する

ことができなくなった日から起算して３日を経過した日から労務に服すること

ができない期間のうち労務に就くことを予定していた日について、傷病手当金

を支給する。 

６ 傷病手当金の額は、１日につき、傷病手当金の支給を始める日の属する月以前

の直近の継続した３箇月間の給与等の収入の額の合計額を就労日数で除した金

額（その額に、５円未満の端数があるときは、これを切り捨て、５円以上１０

円未満の端数があるときは、これを１０円に切り上げるものとする。）の３分

の２に相当する金額（その額に、５０銭未満の端数があるときは、これを切り

捨て、５０銭以上１円未満の端数があるときは、これを１円に切り上げるもの

とする。）とする。ただし、健康保険法第４０条第１項に規定する標準報酬月

額等級の最高等級の標準報酬月額の３０分の１に相当する金額の３分の２に相

当する金額を超えるときは、その金額とする。 

７ 傷病手当金の支給期間は、その支給を始めた日から起算して１年６箇月を超え

ないものとする。 

 （新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金と給与等と

の調整） 

８ 新型コロナウイルス感染症に感染した場合又は発熱等の症状があり当該感染症
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の感染が疑われる場合において給与等の全部又は一部を受けることができる者

に対しては、これを受けることができる期間は、傷病手当金を支給しない。た

だし、その受けることができる給与等の額が、附則第６項の規定により算定さ

れる額より少ないときは、その差額を支給する。 

９ 前項に規定する者が、新型コロナウイルス感染症に感染した場合において、そ

の受けることができるはずであった給与等の全部又は一部につき、その全額を

受けることができなかったときは傷病手当金の全額、その一部を受けることが

できなかった場合においてその受けた額が傷病手当金の額より少ないときはそ

の額と傷病手当金との差額を支給する。ただし、前項ただし書の規定により傷

病手当金の一部を受けたときは、その額を支給額から控除する。 

１０ 前項の規定により市が支給した金額は、当該被保険者を使用する事業所の事

業主から徴収する。 

   附 則  

 この条例は、公布の日から施行し、改正後の附則第５項から第１０項までの規定

は、傷病手当金の支給を始める日が令和２年１月１日から規則で定める日までの間

に属する場合に適用することとする。  
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議案第６２号  

  

   三豊市後期高齢者医療に関する条例の一部改正について 

  

 三豊市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

  

  

  令和２年６月８日提出  

  

                         三豊市長 山下 昭史   
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三豊市条例第 号 

 

   三豊市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例 

  

 三豊市後期高齢者医療に関する条例（平成20年三豊市条例第1号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

 (8) 広域連合条例附則第５項から第１０項までの傷病手当金の支給に係る申請

書の提出の受付 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第６３号  

  

   財産の取得について（三豊市情報システム機器）  

  

 次のとおり財産を取得することについて、三豊市議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を求める。  

  

１ 財 産 の 種 類  動産  

２ 取得する財産  三豊市情報システム機器  

３ 内    訳  

動  産  数  量  

一般業務用ノートパソコン  １７台  

学校校務用ノートパソコン  １３５台  

ＬＧＷＡＮ系仮想用サーバー、ストレージ等  ３台  

ミーティング用大型モニタ  １０台  

出先用ネットワーク機器  ３５台  

その他機器及び関連ソフトウェア  一式  

４ 契 約 の 方 法  一般競争入札  

５ 取 得 価 格  １０８，３５０，０００円  

６ 契約の相手方  香川県観音寺市柞田町丁９３番地３４  

          株式会社四電工 観音寺営業所  

           所長 溝渕 成也  

  

  

  令和２年６月８日提出  

  

                         三豊市長 山下 昭史   
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議案第６４号  

  

   財産の取得について（三豊市本庁舎２階備品）  

  

 次のとおり財産を取得することについて、三豊市議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を求める。  

  

１ 財 産 の 種 類  動産  

２ 取得する財産  三豊市本庁舎２階備品  

３ 内    訳  

動  産  数  量  

事務用机  ５７台  

会議用机  １５台  

事務用椅子  ９５脚  

会議用椅子  ３９脚  

来客対応カウンター  ６台  

キャビネット  ４８台  

その他関連備品  一式  

４ 契 約 の 方 法  指名競争入札  

５ 取 得 価 格  ２７，５００，０００円  

６ 契約の相手方  香川県三豊市高瀬町下勝間２３４９番地第１  

          有限会社フジワラ  

           代表取締役 藤原 雅樹  

  

  

  令和２年６月８日提出  

  

                         三豊市長 山下 昭史   
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議案第６５号  

  

   財産の取得について（コミュニティバス）  

  

 次のとおり財産を取得することについて、三豊市議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を求める。  

  

１ 財 産 の 種 類  動産  

２ 取得する財産  コミュニティバス（小型バス）  

３ 数 量  ２台  

４ 契 約 の 方 法  随意契約  

５ 取 得 価 格  ３９，７０３，９２０円  

６ 契約の相手方  香川県高松市春日町１４８１番地  

          香川日野自動車株式会社  

           代表取締役 平山 繁  

  

  

  令和２年６月８日提出  

  

                         三豊市長 山下 昭史   
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議案第６６号  

  

   財産の取得について（三豊市学校ＩＣＴ機器電子黒板・プリンター等）  

  

 次のとおり財産を取得することについて、三豊市議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を求める。  

  

１ 財 産 の 種 類  動産  

２ 取得する財産  三豊市学校ＩＣＴ機器電子黒板・プリンター等  

３ 内    訳  

動  産  数  量  

電子黒板  ４６台  

プリンター  ２６台  

プロジェクター  ２台  

４ 契 約 の 方 法  一般競争入札  

５ 取 得 価 格  ３１，３５０，０００円  

６ 契約の相手方  香川県観音寺市柞田町丁９３番地３４  

          株式会社四電工 観音寺営業所  

           所長 溝渕 成也  

  

  

  令和２年６月８日提出  

  

                         三豊市長 山下 昭史   
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議案第６７号  

 

   市道の路線廃止について  

  

 道路法第１０条第１項の規定により、次の市道路線を廃止することについて、同

条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

 

  令和２年６月８日提出  

  

                         三豊市長 山下 昭史   

  

  

路 線 名  起   点  
終   点  

重要な  
経過地  

比地大連絡道線  
豊中町下高野字髙橋817番1地先 

豊中町比地大字政本2511番5地先  
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（議案第６７号関係）
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（議案第６７号関係）



 
 

議案第６８号  

  

   市道の路線認定について（比地大連絡道線）  

 

 道路法第８条第２項の規定により、市道の路線を次のように認定することについ

て、議会の議決を求める。  

  

  

  令和２年６月８日提出  

  

                         三豊市長 山下 昭史   

  

  

路 線 名  起   点  
終   点  

重要な  
経過地  

比地大連絡道線  
豊中町下高野字髙橋814番4地先  

豊中町比地大字政本2511番5地先  
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（議案第６８号関係）
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（議案第６８号関係）



 
 

議案第６９号  

  

   市道の路線認定について（加茂北３号線）  

 

 道路法第８条第２項の規定により、市道の路線を次のように認定することについ

て、議会の議決を求める。  

  

  

  令和２年６月８日提出  

  

                         三豊市長 山下 昭史   

  

  

路 線 名  起   点  
終   点  

重要な  
経過地  

加茂北３号線  
高瀬町下勝間字加茂2764番5地先  

高瀬町下勝間字加茂2752番10地先  
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（議案第６９号関係）
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（議案第６９号関係）


